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ＬＥＣ社会保険労務士講座／テキスト・レジュメ訂正情報 

パーフェクトテキスト〈2025 年版〉 

（2025年合格目標 合格講座本論編/中上級講座ほか 講義使用教材） 

（2025/07/01 現在） 

 

2025年合格目標 合格講座本論編等の講義使用教材である「2025年版 パーフェクトテキ

スト」におきまして以下の訂正箇所がございます。大変おそれいりますが、教材の訂正を

お願いいたします。 
 
※科目名の後の英数字は教材を区別するためのコードです。コードは教材裏表紙のバーコード下に記載して

おります。 

 
・ 2024/09/17 更新分…ｐ.1 

・ 2024/10/23 更新分…ｐ.2 

・ 2024/11/12 更新分…ｐ.3 

・ 2024/12/09 更新分…ｐ.4～8 

・ 2024/12/16 更新分…ｐ.9 

・ 2025/01/14 更新分…ｐ.10～21 

・ 2025/02/03 更新分…ｐ.22～27 

・ 2025/02/25 更新分…ｐ.28～31 

・ 2025/04/16 更新分…ｐ.32～48 

・ 2025/05/19 更新分…ｐ.49 

・ 2025/06/16 更新分…ｐ.50～51 

・ 2025/07/01 更新分…ｐ.52 
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【2024/09/17 更新分】 

 

労働基準法(【第 1版】RU25030／【第 2版】RU25040) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

※【第 1版】【第 2版】共通 

P18 

 

本文 4行目 

 

 

…、これらの行為等は病院

の開設者のための労務の

遂行という側面を不可逆

的に有することとなるの

であり、… 

…、これらの行為等は病院

の開設者のための労務の

遂行という側面を不可避

的に有することとなるの

であり、… 

 

  

 判例 
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【2024/10/23 更新分】 

 

労働者災害補償保険法（RU25032) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P122 

 

5 つ目の「 」 

１行目 

一次健康診断の担当医が、

所定の検査（後述    の

2 つ目の①～④に掲げる検

査）について異常なしの所

見と診断した場合であっ

ても、… 

 

一次健康診断の担当医が、

所定の検査について異常

なしの所見と診断した場

合であっても、… 

 

 

  

 

 

 参考 
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【2024/11/12 更新分】 

 

雇用保険法（RU25033) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P65 

 

「 」１行目 

基本手当に係る被保険者

期間（前述■2基本手当の

受給資格〔６〕を参照）と

は異なり、… 

 

基本手当に係る被保険者

期間（前述■2基本手当の

受給資格〔５〕を参照）と

は異なり、… 
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【2024/12/09 更新分】 

 

労働者災害補償保険法（RU25032) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P93 

〔２〕遺族補償… 

1つ目の条文の条文番号 

 

 

昭 40 法附則 43 条 1 項 

 遺族補償年金を受ける

ことができる遺族は、… 

 

 

 

法 16 条の 2第 1項 

 遺族補償年金を受ける

ことができる遺族は、… 
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雇用保険法（RU25033) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P49 

■5 失業の… 

条文（法 15 条 3 項） 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

3) 失業の認定は、求職の申込みを受けた公共職業安定所において、受給資格者が離職

後最初に出頭した日から起算して 4 週間に 1 回ずつ、直前の 28 日の各日について行

うものとする。ただし、厚生労働大臣は、公共職業安定所長の指示した公共職業訓練

等（国、都道府県及び市町村並びに独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が

設置する公共職業能力開発施設の行う職業訓練（職業能力開発総合大学校の行うもの

を含む）、職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律第 4 条第 2

項に規定する認定職業訓練（厚生労働省令で定めるものを除く）その他法令の規定に

基づき失業者に対して作業環境に適応することを容易にさせ、又は職業に必要な知識

及び技能を習得させるために行われる訓練又は講習であって、政令で定めるものをい

う。以下同じ）を受ける受給資格者その他厚生労働省令で定める受給資格者に係る失

業の認定について別段の定めをすることができる。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P128 

【特定一般教育訓練に

係る教育訓練給付金の

支給要件期間及び額】 

表 

 

※下記に差し替え 

 

【特定一般教育訓練に係る教育訓練給付金の支給要件期間及び額】 

 
支給要件 

期間 

特定一般教育訓練に係る教育訓練給付金の額 

①受講修了者（右記

②以外） 

②受講修了＆資格取得

＆１年以内雇用者等 

①初めて教育訓練給付金

の支給を受ける場合 
1 年以上 

（上限 20 万円） （上限 25 万円） 

②上記①以外の場合 

（原則） 
3 年以上 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P130 

〔２〕専門実践… 

本文4行目 

 

…に次の①又は②に掲げ

る区分に応じそれぞれに

定める割合を乗じて得た

額である（則 101 条の 2の

7）。 

…に次の①、②又は③に掲

げる区分に応じそれぞれ

に定める割合を乗じて得

た額である（則 101 条の 2

の 7）。 

 

 

  

支払った 

費用の額 
× 

40 

100 

支払った 

費用の額 
× 

50 

100 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P178 

【出生後休業支援給付

金の額】 

図 

 

※下記に差し替え 

 

【出生後休業支援給付金の額】 
 

 

 

  

＝ 
賃金日額 

相当額 
×  出生後休業支援 

給付金の額 
× 

13 

100 
 

 

出生後休業の日数 
（上限 28 日） 
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労働保険の保険料の徴収等に関する法律（RU25034) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P33 

■1 労働保険… 

本文2行目 

 

労働保険料は、次表の①～

④とされている。 

労働保険料は、次表の①～

⑥とされている。 

訂正 

P72 

■1 口座振替… 

タイトル 

 

 
■1 口座振替による脳

う（法21条の2第 1項、

則38条の4） 
 

 

 
■1 口座振替による納

付（法21条の2第 1項、

則38条の4） 
 

 

 

  



LEC 東京リーガルマインド                        無断複製・頒布を禁じます 

9 

 

【2024/12/16 更新分】 

 

健康保険法（RU25036) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P70 

【定時決定のイメージ】 

図 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

【定時決定のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P93 

(5)被保険者資格… 

本文1行目 

 

 厚生労働大臣は、協会が

管掌する健康保険の被保

険被保険者に対し、… 

 厚生労働大臣は、協会が

管掌する健康保険の被保

険者に対し、… 

 

 

 

  

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

新たな標準報酬月額 

標準報酬 

月額等級 

表にあて 

はめる 

この 3 月間（報酬支払

基礎日数が原則 17 日

未満の月は除く）に受

けた報酬の総額を平均 

報酬 

月額 

標準 

報酬 

月額 
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【2025/01/14 更新分】 

 

労働基準法(【第 1版】RU25030／【第 2版】RU25040) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

※【第 1版】【第 2版】共通 

P20 

１つ目の   「労働者

派遣」の場合の使用者（平

11.3.31 基発 168 号ほか） 

   の 3 行目 

 

…適切な事項）→派遣先の使

用者(※1)(※2) 

…適切な事項）→派遣先の使

用者 
 

※(※1)(※2)を削除 
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労働安全衛生法（RU25031) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P46 

【請負関係における安全

衛生管理体制のまとめ】 

図 

 

 

※下記に差し替え 

 

 

【請負関係における安全衛生管理体制のまとめ】 

 

 

    

建

設

業 

①ずい道等の建設の仕

事、橋梁の建設の仕

事（一定の場所にお

いて行われるものに

限る）、圧気工法によ

る作業を行う仕事 

  
 

      統括安全衛生責任者 

      元方安全衛生管理者 

      安全衛生責任者 

②主要構造部が鉄骨造

又は鉄骨鉄筋コンク

リート造である建築

物の建設の仕事 

 
 

  

③その他の建設業   

造船業 
 統括安全衛生責任者 

安全衛生責任者 
 

  

20 人 30 人 50 人 

店社安全衛生管理者 
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労働者災害補償保険法（RU25032) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P196 

法 42 条 1 項 

の本文 

3行目 

 

 

 

…、介護給付及び二時健康

診断等給付を受ける権利

は、… 

…、介護給付及び二次健康

診断等給付を受ける権利

は、… 
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雇用保険法（RU25033) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P106 

   支給残日数 

「  」の 2行目 

 

 

 

…又は傷病手当、就業手当若

しくは再就職手当の支給を

受けたことにより… 

…又は傷病手当若しくは再

就職手当の支給を受けたこ

とにより… 

訂正 

P117 

    

2 つ目の「  」 

2 行目 

 

 

…当該受給資格に基づく就

業促進手当（就業手当又は再

就職手当）の全部又は一部の

支給を… 

…当該受給資格に基づく就

業促進手当（再就職手当）の

全部又は一部の支給を… 

 訂正箇所 訂正後 

訂正 

P117 

ページ下部の 

    

 

 

 

※項目ごと全文削除 

 

  

 

 

 

 

 過去問＆例題 
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国民年金法（RU25037) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

テキスト冒頭の目次 

 

 

 

 

 

次ページからの目次に差し替え 

（※下線部が訂正部分） 

 

  



2025 年度合格目標 パーフェクト社労士テキスト 国民年金法 

国民年金法 目次 

2025年度合格目標 パーフェクト社労士テキスト 国民年金法 目次 

第1章 総則 1 

第一節 国民年金のしくみ  ........................................... 3 

1 公的年金の特徴 ................................................... 3 

2 年金制度の沿革 ................................................... 4 

3 旧制度から新制度へ ............................................... 4 

第二節 総則  ....................................................... 6 

1 目的（法1条） ................................................... 6 

2 国民年金の給付（法2条） ......................................... 6 

3 管掌（法3条） ................................................... 6 

4 用語の定義（法5条） ............................................. 8 

第三節 日本年金機構による年金事業の運営  .......................... 11 

1 日本年金機構による年金事業の運営 ................................ 11 

第四節 権限委任等  ................................................ 12 

1 日本年金機構への厚生労働大臣の権限に係る事務の委任・委託 ......... 12 

2 地方厚生局長への権限の委任（法109条の9第1項・2項） ........... 13 

第2章 被保険者等 15 

第一節 被保険者の資格  ............................................ 17 

1 国民年金の被保険者の種別 ........................................ 17 

2 強制被保険者（法7条1項） ...................................... 17 

3 任意加入被保険者（法附則5条） .................................. 21 

4 特例による任意加入被保険者（平6法附則11条、平16法附則23条） .. 23 

第二節 被保険者の資格の取得   ...................................... 26 

1 強制被保険者の資格取得の時期（法8条） .......................... 26 

2 任意加入被保険者等の資格取得の時期（法附則5条3項ほか） ......... 26 

第三節 被保険者の資格の喪失   ...................................... 27 

1 強制被保険者の資格喪失の時期（法9条） .......................... 27 

2 任意加入被保険者の資格喪失（法附則5条4項） .................... 28 

3 任意加入被保険者の資格喪失の時期（法附則5条5項～8項） ......... 29 

4 特例による任意加入被保険者の資格喪失 

（平6法附則11条5項、平成16年法附則23条5項） ................. 32 

5 特例による任意加入被保険者の資格喪失の時期 

（平6法附則11条6項～8項、平成16年法附則23条6項～8項） ....... 32 

第四節 被保険者期間の計算   ........................................ 34 



2025 年度合格目標 パーフェクト社労士テキスト 国民年金法 

国民年金法 目次 

第五節 届出等  ..................................................... 36 

1 第1号被保険者の届出（法12条1項～4項） ........................ 36 

2 第3号被保険者の届出（法12条5項～9項） ........................ 37 

3 第2号被保険者の届出（法附則7条の4第1項） .................... 39 

4 届出期限等 ...................................................... 39 

5 第2号被保険者の被扶養配偶者でなくなったことについての届出 

（法12条の2、令4条の2、則6条の2の2） ......................... 41 

6 第3号被保険者の配偶者に関する届出（則6条の3） ................. 42 

7 第3号被保険者期間に係る特例 .................................... 43 

8 その他の届出等 .................................................. 45 

第六節 基礎年金番号通知書・国民年金原簿等  ......................... 48 

1 基礎年金番号通知書（則10条ほか） ............................... 48 

2 国民年金原簿（法14条） ......................................... 48 

3 国民年金原簿の訂正の請求等（法14条の2～法14条の4） ............ 49 

4 被保険者に対する情報の提供（法14条の5） ........................ 50 

第3章 給付 53 

第一節 通則 ........................................................ 55 

1 給付の種類（法15条） ........................................... 55 

2 裁定（法16条） ................................................. 56 

3 端数処理（法17条） ............................................. 57 

4 年金の支給期間及び支払期月（法18条） ........................... 58 

5 死亡の推定（法18条の3） ........................................ 60 

6 失踪宣告の場合の取扱い（法18条の4） ............................ 61 

7 未支給年金（法19条） ........................................... 62 

8 併給の調整（法20条、法附則9条の2の4） ........................ 63 

9 内払（法21条） ................................................. 66 

10 過誤払による返還金債権への充当（法21条の2） .................... 68 

11 損害賠償請求権（法22条） ....................................... 70 

12 不正利得の徴収（法23条） ....................................... 71 

13 受給権の保護（法24条） ......................................... 71 

14 公課の禁止（法25条） ........................................... 72 

15 受給権者の申出による支給停止（法20条の2） ...................... 73 

第二節 老齢基礎年金 ................................................ 74 

1 老齢基礎年金の支給要件（法26条ほか） ........................... 74 

2 厚生年金保険の第3種被保険者であった期間の特例 .................. 79 

3 老齢基礎年金の額 ................................................ 80 

4 振替加算（昭60法附則14条） .................................... 84 

5 老齢基礎年金の支給繰上げ（法附則9条の2） ....................... 88 

6 老齢基礎年金の支給繰下げ（法28条） ............................. 91 

7 老齢基礎年金の失権（法29条） ................................... 97 



2025 年度合格目標 パーフェクト社労士テキスト 国民年金法 

国民年金法 目次 

第三節 障害基礎年金 ................................................ 98 

1 障害基礎年金の支給要件（法30条） ............................... 98 

2 事後重症による障害基礎年金の支給要件（法30条の2第1項・2項） . 101 

3 基準障害による障害基礎年金の支給要件（法30条の3第1項・2項） . 103 

4 20歳前の傷病による障害に基づく障害基礎年金の支給要件（法30条の4） . 104 

5 障害基礎年金の額 ............................................... 106 

6 障害基礎年金の併給の調整（法31条ほか） ........................ 109 

7 障害の程度が変わった場合の年金額の改定（法34条） .............. 111 

8 障害基礎年金の支給停止（法36条） .............................. 113 

9 20歳前の傷病による障害に基づく障害基礎年金の支給停止 

（法36条の2、法36条の3） ...................................... 114 

10 障害基礎年金の失権（法35条） .................................. 115 

11 障害基礎年金の支給に関する経過措置（平6法附則4条） ............ 117 

第四節 遺族基礎年金 ............................................... 118 

1 遺族基礎年金の支給要件（法37条、法附則9条） .................. 118 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P106 

ページ中部のタイトル 

 

 

 

 

 

■6 障害基礎年… 
 

 

 

■5 障害基礎年… 
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厚生年金保険法（RU25038) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P149 

のタイトル 

 

 

 

    初診日「」及び「」

障害認定日 

    「初診日」及び「障

害認定日」 

訂正 

P237 

「本章を学ぶ前に」 

の本文 

7 行目 

 

 

現在、第 4種厚生年金被保

険者のみ保険料率が異な

っている。 

現在、第 4号厚生年金被保

険者のみ保険料率が異な

っている。 
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【2025/02/03 更新分】 

 

労働者災害補償保険法（RU25032) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P186 

■２ 通勤災害の… 

タイトル 

 

 

 
■２ 通勤災害の適用

除外（法35条 1項、則

48条の22の 2） 
 

 

 
■２ 通勤災害の適用

除外（法35条 1項、則

46条の22の 2） 
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健康保険法（RU25036) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P38 

 

1 つ目の「 」 

4 行目 

…、例えば被保険者の長期

にわたる休職状態が続き

実務に股する見込みがな

い場合又は公務に就任し

これに専従する場合等に

おいては被保険者資格を

喪失せしめるのが妥当と

認められるが、… 

 

…、例えば被保険者の長期

にわたる休職状態が続き

実務に服する見込みがな

い場合又は公務に就任し

これに専従する場合等に

おいては被保険者資格を

喪失せしめるのが妥当と

認められるが、… 

 訂正箇所 訂正後 

訂正 

P216 

【都道府県単位保険料

率の決定】 

図の 

 

 

※下記に差し替え 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

支部被保険者に係るもの 

に要する費用の額 

（国庫補助の額を除く） 

年齢調整及び財政力調整（〔２〕参照） 

調整 療養の給付等
(3   ) 

①療養の給付等の見込

①療養の給付等の見込額 
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国民年金法（RU25037) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P94 

〔４〕支給繰下げ… 

   の前の図 

 

 

※下記に差し替え 

 

 

 

 

 

 

  

繰下げ支給の老齢基礎年金の額＝本来の額＋（本来の額×増額率） 

増額率＝1,000 分の 7×繰下げた月数（※） 

（※）受給権取得月から繰下げ申出月の前月までの月数（120 が上限） 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P189 

令和 6 年 8 月 22 日

に免除申請をした場合 

の図 

 

※下記に差し替え 

 

令和 6年 8月 22 日に免除申請をした場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2年2月前の月だが、納期限（令
和4年7月31日）から2年を経
過しているため対象外となる 

令和5年 

R6/8/22 
免除申請 

 6 7 8 9 1 ～ 1 2 3 4 5 6 7 8 ～ 6 

 

令和4年 令和6年 

2 年 2 月（納期限から 2年を経過したものを除く）前の月 

令和7年 

保険料免除の対象となる期間 

（令和 4年 7月から令和 7年 6月までの月分に係る保険料が免除） 

必要と認める期間 
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社会保険に関する一般常識（RU25039) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P10 

〔２〕電子資格確認… 

タイトル 

 

 

〔２〕電子資格確認を受

けることができる場合の

書面の交付等（法 9条 2項

ほか） 

 

〔２〕電子資格確認を受

けることができない場合

の書面の交付等（法 9条 2

項ほか） 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P150 

〔１〕児童手当に… 

表 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 国からの交付金 
都道府県の負担 

（交付金） 

市町村の 

負担 

被用者に対する 3 歳

未満児童手当（法 18

条 1項、法 19 条 1項） 

全額 

→政府が市町村に交付する 

【上記交付金の構成割合（原資）】 

・事業主（拠出金）：5分の2 

・子ども・子育て支援納付金：5分の3 

― ― 

被用者等でない者に

対する 3 歳未満児童

手当（法 18 条 2項、法

19 条 2項、法 19 条の 2） 

15 分の 13 

→政府が市町村に交付する 

【上記交付金の構成割合（原資）】 

・国庫負担：15分の4 

・子ども・子育て支援納付金：5分の3 

15 分の 1 

→都道府県が市町

村に交付する 

15 分の 1 

被用者及び被用者等

でない者に対する 3

歳以上児童手当（法

18条 3項、法 19条 3項、

法 19 条の 2） 

9 分の 7 

→政府が市町村に交付する 

【上記交付金の構成割合（原資）】 

・国庫負担：9分の4 

・子ども・子育て支援納付金：3分の1 

9 分の 1 

→都道府県が市町

村に交付する 

9 分の 1 

公務員に対する児童

手当（法 18 条の 4項） 
所属する国、都道府県、市町村がそれぞれ全額を負担する 
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【2025/02/25 更新分】 

 

厚生年金保険法（RU25038) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P168 

   障害厚生年金等

の受給権者が障害手当

金を受けることができ

る場合 

本文 1～2行目 

 

 

 

 障害厚生年金等の受給

権者が、全く障害手当金を

受けられないわけではな

い。後記   にあるとお

り、最後に障害状態に該当し

なくなった日から起算して… 

 

 障害厚生年金等の受給

権者が、全く障害手当金を

受けられないわけではな

い。最後に障害状態に該当し

なくなった日から起算して… 

 

  

  

 

 参考 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P246 

【拠出金・交付金等の

イメージ】 

図 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

【拠出金・交付金等のイメージ】 

 

 

 

 

  

 
 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

厚生年金勘定（2Ｆ） 
 

積立金 

積立金 

積立金 

国共 
積立金 

 
地共 

私学 
積立金 

 

保険料 

保険料 

保険料 

保険料 

 
 
 
 
受
給
者 

日本年金機構 日本年金機構 保険給付 

保険給付 

保険給付 

保険給付 

基礎年金拠出金 
 

政府負担 

拠出金 

拠出金 

拠出金 

積立金 

交付金 

交付金 

交付金 

国家公務員共済 
組合連合会など 

地方公務員共済 
組合連合会など 

日本私立学校 
振興・共済事業団 
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社会保険に関する一般常識（RU25039) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P29  

法 76 条 1 項～3項 

3) 

 

 

※下記に差し替え 

 
 

3) 前 2 項の規定による保険料のうち、介護納付金の納付に要する費用に充てるた

めの保険料は、介護保険法第 9 条第 2 号に規定する被保険者である被保険者につ

いて賦課するものとする。 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P102 

〔２〕地域包括… 

本文1～2行目 

地域包括支援センター

は、包括的支援事業（前記

(1)で行う事業のうち一

定のものと前記(2)で行

う事業の総称）その他厚

生労働省令で定める事業

を実施し、… 

 

地域包括支援センター

は、包括的支援事業その

他厚生労働省令で定める

事業を実施し、… 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P137 

法 141 項 

 

 

 

※下記に差し替え 

 
 

   

 法141条  

第 138 条第 1項に規定する処分の取消しの訴えは、当該処分についての審査請求

に対する社会保険審査官の決定を経た後でなければ、提起することができない。 
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【2025/04/16 更新分】 

 

労働安全衛生法（RU25031) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P6 

■4 共同… 

タイトル 

 

 

 
■4 共同事業体（ジョ

イント・ベンチャー）に

おける事業者（法 5条、

則 1条） 
 

 
■4 共同企業体（ジョ

イント・ベンチャー）に

おける事業者（法 5条、

則 1条） 
 

 訂正箇所 訂正後 

改正 

P18 

(5)総括安全衛生… 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

(5)総括安全衛生管理者の選任期限・報告（則 2条） 

事業者は、総括安全衛生管理者を選任すべき事由が発生した日から14日以内に選任し、

遅滞なく、電子情報処理組織を使用して、一定の事項を所轄労働基準監督署長に報告しな

ければならない。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P21 

(7)安全管理者の… 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

(7)安全管理者の選任期限・報告（則 4条 1項 1号・2項） 

事業者は、選任すべき事由が発生した日から 14 日以内に選任し、遅滞なく、電子情報

処理組織を使用して、一定の事項を、前記（6）①の研修その他所定の研修を修了した者で

あることにつき証明することができる電磁的記録等必要な電磁的記録を添えて、所轄労働

基準監督署長に報告しなければならない。 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P24 

(7)衛生管理者の… 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

(7)衛生管理者の選任期限・報告（則 7条 1項 1号・2項） 

事業者は、選任すべき事由が発生した日から 14 日以内に選任し、遅滞なく、電子情報

処理組織を使用して、一定の事項を、都道府県労働局長の免許を受けた者その他衛生管理

者となる資格を有する者であることにつき証明することができる電磁的記録を添えて、所

轄労働基準監督署長に報告しなければならない。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P30 

(6)産業医の… 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

(6)産業医の選任期限・報告・周知（法 101 条 2 項、則 13 条 1 項 1号・2号） 

事業者は、選任すべき事由が発生した日から 14 日以内に選任し、遅滞なく、電子情報

処理組織を使用して、一定の事項を、前記（5）①～⑤の産業医となる要件のいずれかに該

当する者であることにつき証明することができる電磁的記録を添えて、所轄労働基準監督

署長に報告しなければならない。 

また、産業医を選任した事業者は、その事業場における産業医の業務の内容その他の産

業医の業務に関する事項で厚生労働省令で定めるものを、常時各作業場の見やすい場所に

掲示し、又は備え付けることその他の厚生労働省令で定める方法により、労働者に周知さ

せなければならない。 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P105 

〔２〕健康診断… 

の(1)定期健康診断… 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

(1)定期健康診断及び特定業務従事者の定期健康診断の結果報告（則 52 条 1 項） 

常時 50 人以上の労働者を使用する事業者は、定期健康診断又は特定業務従事者の健康

診断（定期のものに限る）を行ったときは、遅滞なく、電子情報処理組織を使用して、一

定の事項を所轄労働基準監督署長に報告しなければならない。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P105 

〔２〕健康診断… 

の(2)歯科医師に… 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

(2)歯科医師による定期健康診断の結果報告（則 52 条 2 項） 

事業者は、歯科医師による健康診断（定期のものに限る）を行ったときは、遅滞なく、

電子情報処理組織を使用して、一定の事項を所轄労働基準監督署長に報告しなければなら

ない。 

 

 

 訂正箇所 訂正後 

改正 

P106 

上から3つ目の  

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 歯科健康診断結果報告 

 歯科医師による健康診断（定期のものに限る）を行ったときは、常時使用する労働者の数

にかかわらず、遅滞なく、電子情報処理組織を使用して、一定の事項を所轄労働基準監督署

長に報告しなければならない。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P118 

〔３〕ストレス… 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

〔３〕ストレスチェック及び面接指導結果の報告（則 52 条の 21） ★★★  

常時 50 人以上の労働者を使用する事業者は、1年以内ごとに 1回、定期に、電子情報処理

組織を使用して、検査及び面接指導の結果等について、一定の事項を所轄労働基準監督署長

に報告しなければならない。 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P136 

【報告等のまとめ】の表

の(2)労働者死傷病報告 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

(2)労働者死傷病報告 

（則 97 条） 

 事業者は、労働者が労働災害その他就業中又は事業場内若しくはその

附属建設物内における負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、又は休業

したときは、遅滞なく、電子情報処理組織を使用して、一定の事項を所

轄労働基準監督署長に報告しなければならない。 

 ただし、休業の日数が 4日に満たないときは、事業者は、1月から 3

月まで、4月から 6月まで、7月から 9月まで及び 10 月から 12 月まで

の期間における当該事実について、それぞれの期間における最後の月の

翌月末日までに、電子情報処理組織を使用して、一定の事項及び休業日

数を所轄労働基準監督署長に報告すれば足りる。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P137 

 

1つ目の「 」 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

 

 事業者は、労働者が労働災害により死亡し、又は 4日以上休業したときは、その発生状況及び

原因その他の厚生労働省令で定める事項を各作業場の見やすい場所に掲示し、又は備え付ける

ことその他の厚生労働省令で定める方法により、労働者に周知させる義務がある。  

→× 本問のような義務規定はなく、事業者は、労働者が労働災害その他就業中又は事業場内若しくはその

附属建設物内における負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、又は休業したときは、遅滞なく、「電

子情報処理組織を使用して、一定の事項を所轄労働基準監督署長に報告しなければならない。」。 

 

  

 過去問＆例題 
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労働者災害補償保険法（RU25032) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P89-90 

〔２〕介護補償… 

本文中の② 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

 

②その月における介護に要する費用の支出に関して、次の(a)又は(b)のいずれかに該当

する場合であって、親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日があるとき（支給

すべき事由が生じた月を除く）  

(a)介護に要する費用として支出された費用の額が 85,490 円（随時介護の場合は

42,700 円）に満たない場合 

(b)介護に要する費用を支出して介護を受けた日がない場合 

 

→ 85,490 円（随時介護の場合は 42,700 円） 

 

 常時介護 随時介護 

最低保障額 85,490 円 42,700 円 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P90 

上から 2つ目の 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

 親族又はこれに準ずるものによる介護を受けた日がない月における介護補償給付の額 

 親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日がない月については、85,490 円（随時介護の

場合は 42,700 円）の最低保障はない。 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P90 

【介護補償給付の額】 

の図表 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

【介護補償給付の額】 

5 月 15 日から 9月 10 日まで常時介護の場合 

 

 

 

 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 
      

①  → 実費支給（ただし上限額は 177,950 円） 
      
②(a)→ 実費支給 最低保障額の 85,490 円支給 
      
②(b)→ 不支給 最低保障額の 85,490 円支給 

  

 

 

 

 

支給すべき 

事由が生じた月 
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雇用保険法（RU25033) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P77 

【原則の給付制限のま

とめ】 

の表の③ 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

（離職理由による給付制限） 

③被保険者が自己の責めに帰すべき

重大な理由によって解雇され、又は

正当な理由がなく自己の都合によ

って退職したとき（法 33 条 1 項） 

待期期間満了後 1 箇月以上 3 箇月以内の間で

公共職業安定所長の定める期間（自己の責め

に帰すべき重大な理由によって解雇された場

合は原則 3 箇月間、正当な理由がなく自己の

都合によって退職した場合は原則１箇月間）

は、基本手当を支給しない。※ 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P77 

   自己の都合によっ

て退職した場合の給付制

限期間（行政手引 52205） 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

 

 

 

 自己の都合によって退職した場合の給付制限期間（行政手引 52205） 

 令和 2年10月 1日以降に正当な理由なく自己の都合により退職した場合（前表③）の給付制限期

間は、原則として、1か月であるが、当該退職した日が令和７年３月31日以前である場合の給付制

限期間は、2 か月となる。また、当該退職した日から遡って５年間のうちに２回以上（離職日を基

準）、正当な理由なく自己の都合により退職（令和２年10月１日以降のものに限る）し、求職の申

込みをした者については、当該退職にかかる給付制限期間は３か月となる。 
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健康保険法（RU25036) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P113 

【食事療養標準負担額

（則 58 条、令 6.3.5 厚

労告 65 号ほか）】の表 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

【食事療養標準負担額（則 58 条、令 7.3.24 厚労告 64 号ほか）】 

区分 額 

（小児慢性特定疾病児童等、指定難病患者及び減額対象者以外の者） 
1 食につき 

510円 

小児慢性特定疾病児童等又は指定難病患者であって、減額対象者以外の者 
1 食につき 

300 円 

減
額
対
象
者

(※1) 
低所得者Ⅱ 

食事療養標準負担額に係る減額申請を行った月以前

の 12 月以内の入院日数(※2)が 90 日以下の者 

1 食につき 

240 円 

食事療養標準負担額に係る減額申請を行った月以前

の 12 月以内の入院日数(※2)が 90 日を超える者 

1 食につき 

190 円 

低所得者Ⅰ （特に低所得者である 70 歳以上のものに限る） 
1 食につき 

110 円 

(※1)減額対象者とは、市町村民税非課税者等、一定の低所得者をいう。 

(※2)入院日数は、減額対象者である期間に係るものに限られ､国民健康保険等の他の医療保険制度に

係る減額対象者である期間中の入院日数を通算する。 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P115-116 

【食事療養標準負担額

（則62条の 3、令 6.3.5

厚労告 65 号ほか）】 

の表 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

【生活療養標準負担額（則 62 条の 3、令 7.3.24 厚労告 64 号ほか）】 

 

（※）入院時生活療養（Ⅰ）及び（Ⅱ）は、提供される食事の内容等に応じた診療報酬額の違いに基

づく区分をいう（平 18.3.6 厚労告 99 号ほか）。 

  

区分 額 

①入院時生活療養（Ⅰ）（※）を算定する保険医療機

関に入院している者 

1 日につき 370 円と 1 食につき

510 円との合計額 

②入院時生活療養（Ⅱ）（※）を算定する保険医療機

関に入院している者 

1 日につき 370 円と 1 食につき

470 円との合計額 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P208 

【健康保険に係る費用

の流れのイメージ】の

図表 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

 

【健康保険に係る費用の流れのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事務費 

（徴収業務） 

厚生労働大臣 

健康保険 

保険者 

協会 

管掌 

組合 

管掌 

流行初期医療確保

拠出金 

介 護 納 付 金 

前期高齢者納付金 
前期高齢者関係事務費拠出金 

前期高齢者納付金等 

後期高齢者支援金 

後期高齢者関係事務費拠出金 

出産育児関係事務費拠出金 

後期高齢者支援金等 

社会保険 

診療報酬 

支払基金 

前期高齢者医療制度 

(各医療保険者) 

（再分配的意味合い） 

交付 

後期高齢者医療制度 

（仕送り的意味合い等） 

交付 

（納付的意味合い） 

交付 
介護保険 

（各市町村） 

 
（費用の一部負担的意味合い） 

交付 

日雇拠出金 
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国民年金法（RU25037) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 
及び 
改正 

P151 

   特別調整率 

の 3つ目の「・」 

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

・令和 6年度以前における未調整分の調整は済んでいるため、令和 7年度の特別調整率は、「1」とな

り、未調整分はないため、令和 8年度においては、未調整分の繰越調整はない。 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 
及び 
改正 

P153 

前頁から続く 

   基準年度以後特別調

整率 

の 4つ目の「・」 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

・令和 6 年度以前における未調整分の調整は済んでいるため、令和 7 年度の基準年度以後特別調整

率は、「1」となり、未調整分はないため、令和 8 年度においては、未調整分の繰越調整はない。 

  

 参考 

 参考 
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厚生年金保険法（RU25038) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P120 

【60 歳台前半の在職老

齢年金のしくみ】の図表 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

【60 歳台前半の在職老齢年金のしくみ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＋ ＞ 

その月分の老齢厚生年金 

基本月額 

（51万円） 

総報酬月額相当額 支給停止調整額 

支給停止基準額に相当する部分の支給が停止 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

改正 

P123 

【60 歳台前半の在職

老齢年金のしくみ】 

の図表 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

【60 歳台前半の在職老齢年金のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

改正 

P123 

   支給停止調整額 

 

 

 

  令和 6 年度における支給

停止調整額は「50 万円」とさ

れている。 

 

  令和 7 年度における支給

停止調整額は「51 万円」とさ

れている。 

 

 

  

調整額＝支給停止調整額（令和 7年度は 51万円） 

→支給停止される額（月額） 基本月額  

2 分の 1 が支給停止 
調整額 51 万円 

調整額の51万円を

超える部分 

 総報酬月額相当額 
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訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

改正 

P147 

 支給停止調整額 

本文 

 

 

 

 令和 6 年度における支

給停止調整額は、「50万円」

とされている。 

 

 

 令和７年度における支

給停止調整額は、「51万円」

とされている。 

訂正 

P177 

死亡した夫の… 

の図表の直下の本文 

4 行目 

 

 

…、80 万円（妻の老齢厚生年

金の額）に相当する部分の遺

族厚生年金がが支給停止と

なるため、… 

 

 

…、80 万円（妻の老齢厚生年

金の額）に相当する部分の遺

族厚生年金が支給停止とな

るため、… 
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社会保険に関する一般常識（RU25039) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P10 

   資格情報… 

タイトル 

 

 

   資格情報確認通知書

による通知（則 7 条の 3、則

20 条） 

   資格情報通知書によ

る通知（則 7条の 3、則 20 条） 

 

訂正 

P10 

   資格情報… 

本文 3行目 

 

 

…、所定の事項を書面（「資

格情報確認通知書」という）

により通知しなければなら

ない。 

…、所定の事項を書面（「資

格情報通知書」という）によ

り通知しなければならない。 

改正 

P31 

 

1 つ目の「 」 

  基礎賦課額は、65 万円を

超えることができない（令 29

条の 7第 2項 9号）。 

 

 

  基礎賦課額は、66 万円を

超えることができない（令 29

条の 7第 2項 9号）。 

 

改正 

P31 

 

2 つ目の「 」 

 

 

  後期高齢者支援金等賦課

額は、24 万円を超えることが

できない（令 29条の 7第 3項

8号）。 

 

  後期高齢者支援金等賦課

額は、26 万円を超えることが

できない（令 29条の 7第 3項

8号）。 

 

 

  

 

 

 参考 

 参考 

 参考  参考 
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【2025/05/19 更新分】 

 

社会保険に関する一般常識（RU25039) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P60 

 

タイトル 

 

 

 「一定所得以上

者」（令 7条 3項） 

 

 「一定以上所得

者」（令 7条 3項） 

 

訂正 

P60 

 

本文 1行目 

 

 

  「一定所得以上者」と

は、所得額が 28 万円以上

145 万円未満の者をいう 

 

 「一定以上所得者」と

は、所得額が 28 万円以上

145 万円未満の者をいう。 

訂正 

P200 

  個人型年金の… 

4 つ目の「・」 

・前表⑤の拠出限度額「月額

20,000 円」については、共済

掛金相当額が 35,000 万円を

上回るときは、… 

 

・前表⑤の拠出限度額「月額

20,000 円」については、共済

掛金相当額が 35,000 円を上

回るときは、… 

 

  

  

 

 

 

 参考 
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【2025/06/16 更新分】 

 

労働者災害補償保険法（RU25032) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P7 

    

問題の解答・解説 

 

 

→× 労災保険は、「事業所単位」

で適用されるものであり、適用の

手続の際に労働者名簿を添付す

るという規定もない。 

→× 労災保険は、「事業単位」

で適用されるものであり、適用の

手続の際に労働者名簿を添付す

るという規定もない。 

 

  

 過去問＆例題 



LEC 東京リーガルマインド                        無断複製・頒布を禁じます 
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労務管理その他の労働に関する一般常識（RU25035) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正前 訂正後 

訂正 

P68 

 

4 行目 

 

 

…、適用されない（法 9条の

2第 2項）。 

…、適用されない（法 9条の

6第 2項）。 

 

  

 参考 



LEC 東京リーガルマインド                        無断複製・頒布を禁じます 
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【2025/07/01 更新分】 

 

国民年金法（RU25037) 
 

 
訂正箇所 

訂正内容 

訂正後 

訂正 

P72 

2 つ目の    

 

 

 

※下記に差し替え（下線部が訂正部分） 

 

     

・特別一時金についても、租税その他の公課を課することができる（経過措置令 137 条）。 

 

 

以上 

 参考 

 参考 




